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１.ＰＰＰ／ＰＦＩの推進に向けた本市の取組

２.公民連携地域プラットフォームについて

３.個別案件の概要
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庁内調整事業構想

事業立案

サウンディング型市場調査

ＰＰＰ/ＰＦＩ手法導入優先的検討方針
（検討評価）

○民間から広く意見や提案を求め、一対一で対話
○高い機動性
○市場性の有無やアイデアを把握

公⺠連携地域プラットフォーム

３

ＰＰＰ／ＰＦＩの推進に向けた３つの取組

○人口２０万人以上の自治体に対して策定要請
○１０億円以上の事業について、ＰＰＰ/ＰＦＩ手法導入の
導入を公共自ら行う従来手法に優先して検討
○平成29年2月策定
○簡易な検討⇒詳細な検討⇒手法の決定

○市、民間企業、各種団体、金融機関、大学等で構成
○ＰＰＰ/ＰＦＩ事業のノウハウ習得と、地元企業が主
体となった案件形成能力の向上
○異業種間ネットワークによる市場性の確認やアイデア
の把握

意見等を反映
必要に応じて活用
情報提供

ＰＰＰ/ＰＦＩ事業
実施

事業具体化

計画策定

Ｈ30
予定

Ｈ29.2
策定

Ｈ29.6
導入



不利

４

ＰＰＰ／ＰＦＩ手法導入優先的検討方針

◆優先的検討の手法
指定管理者制度、包括的民間委託、ＰＦＩ方式、公共施設等運営権方式、ＤＢＯ方式、
ＥＳＣＯ、ＤＢ方式、リース方式 等
◆検討施設・・・建築物、プラント、公園
◆事業費の基準
①事業費が１０億円以上 又は②単年度事業費が１億円以上の維持管理、運営

ＰＰＰ/ＰＦＩ手法導入の検討の開始

適切なＰＰＰ/ＰＦＩ手法の選択

ＰＰＰ/ＰＦＩ手法を導入

簡易な定量評価

詳細な定量評価

対象 検討対象外

左記以外

事業実績に照らし、
採用手法の導入が
適切である場合

有利 不利 ＰＰＰ/ＰＦＩ不採用
評価結果公表

有利 ＰＰＰ/ＰＦＩ不採用
評価結果公表

対象外



サウンディング型市場調査 実施状況

５

件 名 対話の実施 結果の公表

①相模原市立市民・大学交流センターの効果的な
事業展開に向けたサウンディング型市場調査
【担当：市民協働推進課】

平成２９年８月 平成２９年１０月

②相模原市(仮称)美術館（橋本）の整備に向けた
サウンディング型市場調査
【担当：文化振興課】

平成２９年９月 平成２９年１１月

③相模原市営藤野駅周辺駐車場事業
サウンディング型市場調査
【担当：津久井土木事務所】

平成２９年１１月 平成３０年１月

④指定管理者制度の更なる効果的な運用に向けた
サウンディング型市場調査
【担当：経営監理課】

平成３０年２月 平成３０年３月

相模原市 サウンディング 検 索



１.ＰＰＰ／ＰＦＩの推進に向けた本市の取組

２.公民連携地域プラットフォームについて

３.個別案件の概要
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公民連携地域プラットフォームの目的

地域におけるＰＰＰ／ＰＦＩ事業の案件形成能力を高め、
地元企業が主体となった案件形成・事業参画を目指す

目指す姿

地域ＰＦの
目的・役割

【地域・民間】 ＰＰＰ／ＰＦＩを導入することで、地域における新たなビジ

ネス機会を創出・拡大して、地域経済好循環を実現する。

【市】 市の財政が厳しさを増す中で、公的負担を抑制しながら、公共

施設・インフラの更新・維持を効率的に実施する。

 地域におけるＰＰＰ／ＰＦＩ関係者間の連携強化、人材育成、官
民対話等を行う、産官学金で構成された地域プラットフォームの形
成・活用が有効

 地域におけるＰＰＰ／ＰＦＩ事業の案件形成力を高める必要性
 ＰＰＰ／ＰＦＩの経験やノウハウ、理解の不足などの課題を解消する
ため、勉強会、個別事業へのＰＰＰ／ＰＦＩ手法活用に関する官民
対話、異業種間のネットワーク形成等の取組を実施

平成３０年度設置予定

７



今年度の取組・実施体制

３回のプログラム予定（①１２月、②１月、③２月）

事業概要 主な役割・内容等

運 営

相模原市（官） ＰＦ立ち上げ準備、セミナー主催

横浜銀行（金）、浜銀総合研究所（学） ＰＦ立ち上げ支援、セミナー協力

相模原商工会議所（産） 会員への情報提供、セミナー協力

日本総合研究所（コンサル） ＰＦ立ち上げ支援

参加者
民間企業・団体、大学、金融機関、相模
原市 （※第１回のみ市内限定）

セミナー参加、基本的知識の習得

講 師
相模原市、横浜銀行、浜銀総合研究所、
日本総合研究所、民間企業、学識者
等

・ＰＰＰ／ＰＦＩの意義、特徴
・相模原市の財政状況、課題等
・ＰＦの目的、今後の活動内容
・他地域の事例紹介
・ＰＦＩのファイナンスの特徴
・ＰＦＩ事業参画のポイント
・相模原市のからの情報提供
・アンケート 等 ８



１.ＰＰＰ／ＰＦＩの推進に向けた本市の取組

２.公民連携地域プラットフォームについて

３.個別案件の概要
（１） アイススケート場再整備事業
（２） 美術館整備事業
（３） 淵野辺駅南口周辺公共施設再整備・地域活性化事業

９



「相模原市総合計画 後期実施計画」（Ｈ29～31）事業

事業名 事業概要 ３か年の事業内容

（施策19）

●淵野辺公園における新た
な体育施設の整備（総合体
育施設、アイススケート場）

総合体育施設及びアイス
スケート場の整備等につ
いて、検討を進める。

・具体的な整備手法等の検
討 など

（施策20）

●美術館整備事業

市民が様々な文化芸術に
親しみ、参加するための
美術館整備を進める。

・整備に向けた検討調査
など

（施策38）

●都市計画推進事業（淵野
辺駅周辺まちづくりの検討）
（公民館、図書館等）

多くの公共施設が立地す
る淵野辺駅南口について、
公共施設の集約・複合化
による再整備の検討を進
めるとともに、民間活力を
生かした駅周辺の魅力あ
るまちづくりを推進する。

・施設の集約・複合化の検
討
・適正な施設配置の検討
・整備手法等の検討
など

１０

ＰＰＰ/ＰＦＩ手法導入を検討している主な事業



「相模原市総合計画 後期実施計画」（Ｈ29～31）事業

１１

今後、ＰＰＰ/ＰＦＩ手法導入が想定されるその他の事業

・障害児の療育・支援施設運営事業（療育センター再整備）

・新たな火葬場整備事業

・淵野辺公園拡張区域等整備事業

・峰山霊園整備事業

・湖月荘跡地の活用

・橋本駅周辺整備推進事業

・相模原駅周辺整備推進事業 等



アイススケート場再整備事業

（銀河アリーナ）

１２



基本構想（H28.3策定）

●方向性
⇒通年供用のアイススケート場を新設
（アイススケート場の整備後はプール廃止）

●配置計画
⇒淵野辺公園 又は 公園拡張区域内

●更新にかかる整備・運営手法
⇒民設民営方式を基本として最も適切
な事業手法を検討

《施設の代替性》県央地域唯一の施設

《市民需要》1シーズン14万人以上利用

《競技スポーツの振興》
○オリンピック等出場選手の練習拠点
○日本スケート連盟の特別強化協力拠点

《学校教育》小学校スケート教室を開催

アイススケート場の現状

《ｼﾃｨｰｾｰﾙｽ》市外からも多くの利用者

●設備老朽化に伴う故障等の続発
●現施設が保有する機能等の承継
●H32年1月 フロンガス生産中止

課題

アイススケート場（銀河アリーナ）の概要

１３

銀河アリーナ

延 床 面 積 10,838㎡

供 用 期 間 10月～5月

メインリンク 60ｍ×30ｍ

サ ブ リ ン ク 18ｍ×14ｍ

観 客 席 1,242席



国有地の無償貸付地

通年供用の
新アイス
スケート場

水泳プールの
機能

グリーン
プール等に
集約

○計画地の土地利用規制等
【用途地域】第一種中高層住居専用地域

⇒ アイススケート場の建設には特定行政庁の許可が必要

アイススケー
ト場の機能

アイススケート場（銀河アリーナ）の概要

１４



16
１５

建物概観



夏季は
水泳プール

冬・春季は
アイススケート場

１６



１７

年間14万人
以上が利用

県央唯一の施設



美術館整備事業

（アートラボはしもと）

１８



周辺の美術大学などと連携し、美大生
や卒業生、子どもたちや地域住民、商
店街や民間企業、学校、研究機関、市
民グループなどと協力し、さまざまな
アート事業を展開する「アートの活動拠
点」

アートラボはしもとの概要

１９

・敷地面積 ２，６７９.８２㎡
・建物面積 １，７７２.６４㎡
（１階：９６１.９２㎡、２階：８１０.７２㎡）
・ＪＲ橋本駅から徒歩１２分
・リニア駅予定地から連なる大型
商業店舗（アリオ橋本）に隣接



○現況
・所 在 地 相模原市緑区大山町１番４３号
・用途地域 商業地域（建ぺい率８０％、容積率４００％）
・地区計画 橋本大山町地区

建ぺい率８０％、容積率３００％、道路後退２．０ｍ、壁面後退３．０ｍ
住宅不可など用途制限あり 絶対高制限なし

・防火指定 防火地域
・敷地面積 事業用地３，６６０．３８㎡及び

隣接の公園用地１，３０１．０２㎡との一体整備
・前面道路 幅員１５．０ｍ及び幅員１６．０ｍの２面接道（いずれも市道。角地）
・その他 現行施設の除却要す。民間駐車場部分は更地にて引渡し

（仮称）美術館（橋本）整備事業

○（仮称）美術館（橋本）の整備について
・市美術館基本構想（Ｈ28.5策定）に位置付け

・アートラボはしもとの機能を継承し、現在地に再整備

・展示機能の付加など拡充内容や必要な設備、運営方法等の詳細は、平成３０年度中に
検討予定

・民間活力の導入を前提に検討

２０



《美術館の機能》

展示
調査研究
収集保管
修復

教育普及
創造発信
交流促進

主に（仮称）美術館（相模原）
が担う機能

主に（仮称）美術館
（橋本）が担う機能

「アートラボはしもと」の機能
を拡充し再整備

具体的な機能分担は
平成３０年度中に検討予定

○（仮称）美術館（橋本）整備事業の流れ

２館あわせて
相模原市立美術館

（仮称）美術館（橋本）整備事業

Ｈ２９年度

○民間活力の導入手法
の絞込
○概算事業費の積算

Ｈ３０年度（予定）

○施設の機能や整備ス
ケジュールの検討
○具体的な募集条件等
の検討

○庁議・意思決定

○公募実施
○契約議案議会上程

○契約
○設計・施工
○現行施設除却

開 館 ２１



○対話実施時期
平成２９年９月 【参加団体：６団体】
○主な対話内容
・市場性の有無と適する整備手法について
・運営方法について
※より具体的な検討をいただけるよう仮条件を設定し提案を募集した。

サウンディング型市場調査の結果概要

２２

○結果概要
３団体から、建物全体は定期借地権を設定した民間施設併設を
含めた手法等について、美術館部分はリース、買取等の具体的な
手法の提案があり、民間活力の活用が可能であると確認できた。
民間活力の導入方式については、運営を除く建物の建設を中心
とした協働方式について提案があり、ＰＦＩ方式は提案はなかった。

【本調査における仮条件】

・ 美術館部分の面積 １，２００㎡
・ 市負担額は５億円以内
・ 開館時期は平成３４年度 など



淵野辺駅南口周辺公共施設

再整備・地域活性化事業

（図書館・鹿沼公園等）

２３



・地区中心商業地として、商業

地の形成を目指している地域

・駅前に公共施設が多く立地し、

住宅系の土地利用が多い

・約６万人の人口(市内２２地区

中、４番目）

・大学キャンパスが近接

・ＪＲ淵野辺駅は、１日当たり

約７．６万人の乗降客が利用

(市内で３番目)

ＪＲ淵野辺駅南口周辺地域の概要

２４



・図書館、公民館、公園などの公共施設が集積し、老朽化が進んでいる。

・大学のキャンパスやＪＡＸＡなどの文教施設も多く立地している。

ＪＲ淵野辺駅南口周辺公共施設の概要

２５



ＪＲ淵野辺駅南口周辺公共施設の概要

施 設 名
建設
年度

主要構造 延べ床面積
年間利用者数
（H27年度）

図書館 S49
RC造
地上2階
地下１階

4,111.5㎡ 575,970人

大野北公民館
S52 RC造

地上3階

1,447.73㎡ 112,568人

282.69㎡ 93,432件
大野北まちづくりセンター

青少年学習センター S44 RC造
地上3階 1,690.01㎡ 77,592人

さがみはら国際交流ラウンジ H2 － 176.5㎡ 17,384人

あさひ児童館 H25 軽量鉄骨造
地上1階 175.85㎡ 13,231人

淵野辺駅南口
第１自転車駐車場

S54 軽量鉄骨造
地上2階 2,186.75㎡ 898,494人

淵野辺駅南口
第２自転車駐車場

H2 鉄骨造
地上2階 1,422.82㎡ 684,461人

２６



・淵野辺駅南口周辺地域の公共施設を集約・複合化し再整備を行うことで、

新たな文化交流拠点の創出、鹿沼公園の魅力向上及び民間活力を生かした

活気あるまちづくりを一体的に行う。

淵野辺駅南口周辺公共施設再整備・
地域活性化基本計画（案） 基本方針

＜基本方針＞

２７



＜取組ア～ウのイメージ図＞取組ア 公共施設の集約・複合化

将来にわたる財政負担の軽減
•施設の機能向上、利便性の向上を図ります。

•再整備を行う場所は、鹿沼公園という既存ストックを活
用します。

•集約・複合化等による総延べ床面積と維持管理コストの
削減に向けて取り組み、ＰＰＰ／ＰＦＩ手法の導入につ
いても検討します。

•施設移転後の土地は、売却などの手法により、複合施設
や公園整備費用の財源として活用するとともに、民間活
用による税収増も見込み、将来への負担軽減を図ります。

取組イ 鹿沼公園の魅力向上

•複合施設を設置することで、公園の利用者を増加させ、
公園の利便性を向上させます。

•収益施設の積極的な取り入れ、公園のリニューアルによ
り、都市公園としての魅力を高めます。

取組ウ 民間活力による駅前のにぎわい創出

•集約化により生み出された施設移転後の土地は、民間の
知識やノウハウを生かしながら活用することで、駅前の
商業地としての活性化を目指します。

•住宅系の用地については、緑豊かな暮らしやすい住環境
の整備を図ります。

＜複合施設等のイメージ図＞

２８

基本計画（案）の内容



既存施設の集約・複合化 施 設 名 現在 計画案

複合施設規模

（延べ床面積）
7,745㎡

集約・複合化によるメ
リットを生かし、現行施
設の共用部分を集約する
ことにより、現行施設の
延べ床面積合計より縮減。
7,500㎡程度を目安とし
て整備

自転車駐車場規模

（収容台数）
3,821台

面積ではなく、現在の利
用状況を考慮して収容台
数を確保

＜施設規模＞

＜複合施設及び立体都市公園の整備対象範囲＞

２９

取組ア 公共施設の集約・複合化



＜鹿沼公園のイメージ図＞

３０

取組イ 鹿沼公園の整備方針



土地活用
の計画

「にぎわいゾーン」
駅南口直近の土地は、商業地とし

て飲食、物販店舗を誘導し、まちの
活性化を図るゾーン
「やすらぎゾーン」
鹿沼公園と複合施設の周辺地区は、

緑が配置された、うるおいのある、
安心して憩い、くらすことのできる
ゾーン

多くの人が集まり、住みたくなるまちへと発
展させるため、北口も含めた淵野辺駅周辺エ
リアの魅力向上

景観形成
の計画

・文化と緑の香り高い環境と都市
的な街並みの形成
・シンボルストリートとして魅力
的な見通し線（ヴィスタ）の形成

＜用地の民間活用（案）＞
・現在の図書館、公民館・まちづくりセンター・児童
館及び自転車駐車場用地は民間で活用する。

・公開空地等の設定、公共的施設等の誘導により、エ
リア内の魅力向上を図る。 ３１

取組ウ 民間活力による駅前のにぎわい創出



淵野辺駅南口周辺公共施設再整備・
地域活性化のスケジュール

３２

＜想定スケジュール案＞

※本スケジュールは、現時点でのスケジュール案であり、施設整備や管理運営の手法、
事業者の選定状況等によって今後変更となる可能性があります。



３３

今後も、ＰＰＰ／ＰＦＩの推進に向けて、

市と民間企業・団体、大学、金融機関等が連携し、

地元企業が主体的役割を果たせるような

枠組みづくりを目指すものとして、

平成３０年度の公民連携地域プラットフォームの

設置に向けて取り組んでまいります。

御清聴ありがとうございました。

相模原市 企画財政局 企画部 経営監理課

042-769-9240

keieikanri@city.sagamihara.kanagawa.jp

mailto:keieikanri@city.sagamihara.kanagawa.jp

